
7.22 火
● 補助金の基本ガイド
● 使える補助金の種類紹介
● よくある失敗と注意点
● 採択率を上げる
  「事業計画書」の書き方
● 経営革新計画や
　 認定制度の紹介

受講料

無料
定員

18:00
     20:00

令和7年

初めて補助金を申請する方
事業計画書ってどう書くの？と悩んでいる方
採択率を少しでも上げたい経営者・担当者
SNSでの情報発信にも興味がある方

補助金を「強い味方」に変える2時間

セミナー内容

企業支援系 YouTuber 青木一生氏による

市民活動センター会議室Ａ

補助金
活用セミナー
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こんな方におすすめ

20名

精密機器メーカーに入社後、生産子会社へ出向し調達・生産管理・経理など工場管理業務に携わる。 
中小企業診断士として独立後、公的支援機関での経営支援を中心に多くの中小企業と接点を持つ。 
SNSやYouTube活用で数多くの支援実績を持ち、自身でも各種SNSやYouTubeチャンネルを立ち上げ
人気を博している。

講 

師

埼玉県よろず支援拠点　
コーディネーター・中小企業診断士
あお　　 き　　　   かず　　  お

PROFILE

青木 一生 氏

（経営革新承認制度・計画承認奨励金交付制度）

048-541-1008TEL
鴻巣市商工会 kounosu@syokoukai.jpmail

〒365-0038 埼玉県鴻巣市本町1-2-1
エルミこうのすアネックス3階

※定員に達し次第締切となります。お早めに！

申し込み・お問い合わせは...

会 

場

Googleフォームから簡単申し込み！

別紙２



埼玉県経営革新デジタル活用支援事業補助金

埼玉県人手不足対応支援事業補助金

持続的な経営に向けた経営計画に基づく、小規模事業
者等の地道な販路開拓等の取り組みや、業務効率化の
取り組みを支援するため、それに要する経費の一部を支
援する補助金。

経済社会の変化に対応するためにデジタル技術を活用した新サービスや新製品の開発など、経営革新計画に位置付けた
新たな取り組みを行う経営革新計画の承認を受けた中小企業等を支援する補助金。

生産年齢人口の減少等に起因した人手不足の課題解決に向けて、機器・ＩＴツール等の導入による省力化に取り組み、成長を目指す
県内中小事業者に対し、設備投資に要する経費の一部を補助。

048-541-1008〒365-0038  埼玉県鴻巣市本町6-4-20
営業時間／8:30～17:15  休業日／土日・祝祭日・年末年始

048-541-1071 
kounosu@syokoukai.jp 

FAX

mail鴻巣市商工会
※本チラシの内容は、令和７年３月末時点のものです。　2025.5

鴻巣市商工会の支援で補助金が多数採択へ

補助金の積極的な活用は地場産業の活性化にもつながります！

経費の2/3（賃金引上げ枠のうち赤字事業者は3/4）

万
円

150

200

但し、補助対象経費は
45万円以上とする。

補助上限

補助上限

補助率

業種 事業内容

エステ

塗装業　

ピラティス教室

エステサロン２号店開設支援！
ＨＰ、チラシによる広告宣伝強化

太陽光発電パネル・鋼板屋根・駐車場や外構の
高圧洗浄サービス

ピラティスマシンの導入による付加価値の高い
プログラム提供

● R６年度 小規模事業者持続化補助金 第15回（一般型）　採択事業者

業種 事業内容

梨,ぶどう他、生産直売

ハウスクリーニング

飲食業

非破壊選別を取り入れた品質保証梨販売による
販路拡大

オゾン脱臭機を使った
アレルゲン除去サービスの導入と顧客の獲得

ご当地グルメ「川幅うどん」を活用した
顧客獲得による売上拡大

● R６年度 小規模事業者持続化補助金 第16回（一般型）　採択事業者

小規模事業者持続化補助金

賃金引上げ枠 卒業枠
後継者支援枠 創業枠

万
円50

通常枠

採択実績
多数

インボイス特例対象事業者は、上記金額+50万円

万
円

補助対象経費の 1/2補助率

15
補助上限

万
円 200万

円
補助対象経費の 以内1/2補助率

～

業種 事業内容

製造（金型加工） リバースエンジニアリング技術により
船舶工業製品市場への展開

運送・倉庫 ＡＩカメラの導入

● 埼玉県経営革新デジタル活用支援事業補助金　採択事業者

業種 事業内容

米菓製造 選別設備導入による生産性向上

段ボール製品製造 生産指示システムの導入

● 埼玉県人手不足対応支援事業補助金　採択事業者

売上高1,000万円超の事業者
補助対象経費の2/3
売上高1,000万円以下の事業者

補助率及び上限額は、事業規模ではなく売上高により変わります。


